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戦略研究と高度研究体制の構築を

平成7年5月　日本学術会議広報委員会

今回の日本学術会議だよりでは，4月に開催された第121回日本学術会議総会の概要と総会第二日に行われ

た会長基調報告の内容に自由討議の議論を踏まえて修文した「我が国の学術体制を巡って」の一部を紹介します。

日本学術会議第121回総会報告

　日本学術会議第121回総会は、平成7年4月19日から

3日間にわたって開催されました。

　総会初日の午前中は、①「阪神・淡路大震災調査特別

委員会の設置」、②「国際農業工学会（Commission

Intemationale　de　Genie　Rura1：CIGR）への加入」の

2件が提案され、いずれも賛成多数で可決されました。

　阪神・淡路大震災調査特別委員会は、平成7年1月

17日に発生した阪神・淡路大震災が、日本学術会議と

して緊急に対応すべき課題であるとの結論に達したの

で、3月27日の第843回運営審議会において新たな臨時

（特別）委員会として設置され、総会で承認することと

したものです。審議事項は、阪神・淡路大震災が提起

した問題点について、地震学、災害工学等自然科学分

野のみならず、人文・社会科学分野を含め総合的に検

討することとしています。

　また、国際農業工学会への加入は、従来、日本学術

会議が日本の科学者の代表機関として、国際学術連合

I　C　S　Uを始めとする46の国際学術団体に分担金を支

払って加入していますが、今回の新規加入の承認によ

り、その数が47となり、国際農業工学会に対応する国

内委員会は、農業土木学研究連絡委員会となります。

　総会2日目は、伊藤正男日本学術会議会長から、「日

本学術会議の課題～高度研究体制を目指して～」と題

した基調報告が行われ、会長が提起したさまざまな課

題について、会員間の自由討議が繰り広げられました。

　この報告は、昨年の第120回総会において第16期活動

計画を定めてから既に半年を経過しており、この間の

多彩な活動を通じて伊藤会長が考えてきた問題、特に、

我が国の学術体制の問題を中心に適宜取捨選択したい

くつかの課題について、伊藤会長自身の見解を述べ、

人文・社会科学分野から自然科学分野わたる幅広い会

員各位の意見を聞き、会員に共通の基本認識を深める

ことを目的として行われたものです。

　なお、伊藤会長が、基調報告の内容に、自由討議の

議論を踏まえて修文した「我が国の学術体制を巡って」

は、序文の他7項目から構成されていますが、そのう

ち2項目について紹介します。

我が国の学術体制を巡って
　　　　一戦略研究と高度研究体制一

（抄）

日本学術会議会長伊藤　正男

　　　　　　〈「戦略研究」とその意義〉

　大学では知的興味に基づく基礎研究を、企業では実

用上の重要性を持っ応用研究を、という古典的な役割

分担はもはや成り立たなくなっている。最近英米両国

で基礎研究と応用研究の間に設けられた「戦略研究」

のカテゴリーは、工学、農学、医歯薬学系の研究室で

は意識しないまま基礎研究として行われてきたものを

多く含み、また企業において「目的基礎研究」と呼ば

れるカテゴリーとほぼ対応している。研究者の知的興

味と実用価値とは一般的にいって相反するが、そのい

ずれかに限定せず、両方の要素を両立させるカテゴリ

ーである。研究費を受ける側にとっても、出す側にと

っても受容し易い論理を提供し、科学政策上甚だ有効

な整理概念である。（中略）

　我が国においては、応用研究に優れる一方、基礎研

究は一般に貧弱であり、我が国の応用研究はむしろ国

外の基礎研究を基盤とすることが少なくなかった。こ

の点は英国とはちょうど事情が逆であるが、解離した

基礎研究と応用研究の間を埋める必要があるのは同様

である。この解離の社会的背景にはやはり我が国独自

のものがある。我が国の大学においては、研究の自由

の主張と産学協同の弊害に対する危惧が強かった一方、

企業の方では、我が国の大学の基礎研究にあまり大き

な利用価値を見い出さなかったといっては言い過ぎで

あろうか。率直に言って、今日でも多くの企業家は、

大学等で行われる基礎研究に利用価値を認めるのでは
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なくて、基礎研究に対する精神的な共感ないし慈善　（チ

ャリテイ）の気持ちから、人材供給のパイプをつなぐ

目的のため、あるいは基礎研究只乗りの非難をかわす

ために、これを支援する必要があると考えておられる

ように見受けられるといえぱ誤解であろうか。企業等

から大学への奨学寄付金が平成4年度501億円に及んだ

のはまことに喜ばしいことであるが、受託研究費が53

億円に止まっているのは、依然として企業にそのよう

な潜在意識のあることを示唆するように思えてならな

い。「戦略研究」の概念は、大学等でこれまで基礎研究

として一括されてきたカテゴリーの中で、近い将来に

応用される可能性を持つものに特別の照明を当て、そ

の企業との近縁性を意識させる効果がある。また、会

社等で使われる基礎研究費は、年間6千50億円にのぽ

るが、これは実際には大部分が「戦略研究」に向けら

れていると推測され、ここに大学等の研究者との協力

の大きな素地が十分にあることが示唆される。（中略）

　「脳の科学と心の問題」特別委員会が4月18日の連合

部会で中間報告された問題を例にとると、脳がいかに

働いて心を生み出すのかの謎を解くことは、基礎科学

の最終問題といってよいほど根源的な人間の知的興味

の的である。140億といわれる膨大な数の神経細胞の働

きがいかにして一つの意識というまとまった働きに統

合されるのかは、それ自体極めて深遠な基礎科学の問

題である。しかし、脳の研究はその物質的なメカニズ

ムの解明により、脳神経系の病気を根絶し、脳の老化

を防ぐといった医療上の大きな「戦略性」を孕んでい

る。また、将来脳の情報処理の仕組みが解明されれば、

ニューロコンピュータのような新たな原理を持つ情報

機械を生み出す工学上の「戦略性」も極めて大きい。

さらに、心のレベルについても、育児や教育の参考に

なり、産業心理学を助け、災害時の特異な心理状態へ

の適切な対処を示唆するなど、人文・社会科学の広い

分野での「戦略性」がある。米国の研究者がいち早く

議会に働きかけ、1990年に始まる脳の10年Decadeofthe

Brainが決議され、ブッシュ大統領が行政機関に対して

脳の研究への支援を要請したのも、これらの戦略性に

着目してのことに他ならない。

　このように、「戦略性」に注目して強力な研究支援を

行うことは、基礎科学としての脳研究にとっても、助

けになりこそすれ妨げになるとは思われない。一般的

にも「戦略研究」への支援からその基盤である純粋基

礎研究への波及効果が期待できるが、ただ、必ずしも

それが望めない分野も少なくない点は注意を要する。

研究者の中には、「戦略研究」を重視すると純粋基礎研

究が圧迫され，置き去りにされる恐れがあるとして警

戒する向きも少なくない。基礎科学の源は人間本来の

知的興味にあり、応用とは無縁のところから始まるこ

とは確かな事実である。このような知的興味に基づく

基礎研究を重視し、支援することが知的な文化的社会

にとって有意義であることはもちろんである。あるい

は、レーザーの発見のように純粋基礎研究の成果が長

い時間の間に周辺技術の進歩により大きな戦略価値を

持つようになった事例は数多くあり、基礎研究に潜在
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する戦略性を予見することの困難さも指摘される。最

近漸く基礎研究への理解を深めてきた我が国の社会に

「戦略研究」の概念を持ち込んで、逆効果を招くことは

私の本意ではない。私が強調したいのは、我が国にお

いては本来基礎研究が弱体であったのに加えて、「戦略

研究」もまた明確に意識されず、大学と企業の間が空

白のままに置かれてきたことである。この空白を埋め

るために、基本的なコンセプトにまで遡って大学と企

業の関係を再構築することの必要性である。

　　　　　〈我が国に「高屋研究体制」を〉

　歴史的な変化の時に当たり、学術の格段の推進が待

望される今日、世界と我が国の学術体制にまつわる多

くの問題を指摘した。我々は、多くの現実的な制約の

下、先行きの不透明さに悩みながらも、次の世紀に向

けての見通しを明らかにしようと努力しているが、こ

こにおいて、特に研究者の立場からの発想を基に「高

度研究体制」とも呼ぷべき我が国の将来の学術体制を

構想することが重要と考える。

　この体制を実施するためには、まずともかく大きな

研究資金が必要である。ゆっくりながら堅実に改善を

図っていく我が国得意のグレードアップ方式では、こ

の競合的な世界の中で生き残ることは難かしい。すで

にすっかり体制を整え直し、急速に進みだした世界の

進度に遅れないようにするだけでも容易ではない。激

しい先取権争いから脱落すれば、すぐ遠く置き去りに

されてしまう。これまでのように、他国が多大の犠牲

を払って開拓した路を安全に辿っていくことはもはや

できない。誰にとっても始めてのフロンテイアで、世

界と互角に公正に競争していかなけれぱならない。こ

れまでのように、最小の投資で最大の効果を挙げるこ

とは望むべくもない。最大の効果は最大の投資をする

ものにしか保証されない。（中略）

　このような「高度研究体制」は、前期において日本

学術会議が提案した国際貢献のための新システムの構

想を包含し、昨年9月我々が採択した第16期活動計画

の精神を凝縮して現するものである。恐らくは我が国

の研究者の多くが抱いている強い願望の表現であるが、

ただの願望ではなく、このようなものがなけれぱ、我々

研究者の未来はありえないという厳しく強い要請を含

んだものである。研究者本来の自由で創造的な学問的

興味を追求しながら、国や社会の強力な要請に応え、

深刻な地球規模問題の解決に尽力することを可能にす

るためには、なくてはならない体制である。

　戦後50年間、営々として築いてきた我が国の学術の

現状が、このような要請にどのようにに接近し、ある

いはどのようにまだ遠いのか、今こそ冷徹に分析すべ

き時である。日本学術会議の審議の中から、この「高

度研究体制」のあるぺき姿をより具体的に現せば、そ

れは今日我が国の学術体制の現状を映し出し、それが

いかに高度とはいいがたい状態にあり、むしろ至る所

に危機的な状況が伏在していることを示すだろう。そ

して今後、我々が努力を結集すべき明確な目標を与え

てくれるであろう。　　　　　　　　　　　　　㌧

（全文は、日本学術会議月報平成7年5月号参照）
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